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 当社グループは、⾦融庁が公表しております「顧客本位の業務運営に関する原則」の7つの原則について、下記項⽬を除く、すべてについて
採択をしております。

 原則6（注3）について、当社グループは資産運⽤商品の組成に携わらないため⾮該当です。

おきなわフィナンシャルグループ※は、お客さま本位の業務運営のさらなる浸透に向けて、お客さまのニーズに沿った
分かりやすい情報提供、共通価値の創造が可能な⼈材育成によるコンサルティングを実践し、その取組状況を公
表してまいります。
※ 本取組⽅針の対象となるグループ会社︓株式会社沖縄銀⾏・おきぎん証券株式会社

「顧客本位の業務運営に関する原則」 おきなわフィナンシャルグループの取組⽅針 対応ページ
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【基本⽅針1】 お客さま本位の業務運営に関する⽅針の策定・公表について

おきなわフィナンシャルグループは、お客さま本位の業務運営のさらなる浸透に向けて、2023年3⽉「おきなわフィナン
シャルグループ フィデューシャリー・デューティー基本⽅針」および、それに基づくアクションプランを改訂し、公表しています。
沖縄銀⾏またはおきなわフィナンシャルグループにおける、基本⽅針2-7、およびアクションプランの実践状況については、
次項以下の成果指標（2024年3⽉末）をご覧ください。

【基本⽅針２】 お客さまの最善の利益の追求

・当社グループは、お客さまの良質な資産形成をサポートし、お客さまの多様化するニーズ、要望を実現すべく、沖縄銀
⾏、おきぎん証券を通じて、幅広い⾦融商品を提供しております。お客さまに寄り添い、お客さまのリスク許容度に応じた⾦
融商品・お客さま本位のサービスを提供してまいります。また、お客さまの属性(知識、経験、財産等)、「お客さまの最善の利益」
とは、良質な資産形成をサポートし、お客さまの多様化するニーズや要望を実現することです。そのためには、お客さまに寄り添い、
お客さまのリスク許容度に応じた⾦融商品・お客さま本位のサービスを提供してまいります。また、お客さまの属性(知識・経験・財
産等)、ニーズや資産形成の⽬的を傾聴・共有します。
・（仕組債等の）複雑またはリスクの⾼い⾦融商品は、⻑期の安定した資産形成を⽬的とするお客さまには適しておりません。
これらの商品には期待される収益（リターン）に対して、損失発⽣の可能性（リスク）が⾼いものもあることから、お客さまのリス
ク許容度や投資⽅針、知識・経験等を慎重に検討した上でご提供いたします。また、検討の結果、商品⾃体のお取り扱いやご
提供を控えさせていただくことがございます。

【成果指標︓①預かり資産残⾼の推移(P5) ②投資信託の運⽤損益別お客さま⽐率(P6)
③外貨建て保険の運⽤損益別お客さま⽐率(P7)④ターゲット型保険の⽬標到達後の保有状況(2023年度)(P8)



① 預かり資産残⾼の推移
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当社グループでは、お客さまの良質な資産形成を⽀援するため、保険、投資信託、国債に加え、沖縄銀⾏とおきぎん証券に
よる銀証連携を通じて、幅広い⾦融商品を提供してまいります。

単位︓億円

基本⽅針2．お客さまの最善の利益の追求
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② 投資信託の運⽤損益別お客さま⽐率（2022年3⽉末・2023年3⽉末・2024年3⽉末）
共通KPI

1. 2022年3⽉末および2023年3⽉末、2024年3⽉末時点で、当⾏の投資信託⼝座で投資信託を保有している個⼈のお客さまの取引を対象
2. 運⽤損益は[基準⽇時点の評価⾦額+累計受取分配⾦額（税引後）+累計売付⾦額-累計買付⾦額（含む消費税込の販売⼿数料）]÷

基準⽇時点の評価⾦額（時価評価額）で計算
3. 基準⽇時点までに全部売却・償還された銘柄は対象外
4. 当該銘柄の購⼊当初まで遡及 6

基本⽅針2．お客さまの最善の利益の追求
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基準⽇時点に外貨建⼀時払保険を契約している個⼈顧客 （基準⽇︓2022年3⽉末⽇・2023年3⽉末⽇・2024年3⽉末⽇）
当⾏が保険募集を⾏った外貨建⼀時払契約
※外貨建平準払保険、解約済みの契約、年⾦の⽀払いが開始している契約（据置期間の契約を含む）、減額・増額を⾏った契約は除く。
基準⽇に外貨建保険を保有している各顧客について、購⼊時以降のリターンを以下の計算式にて算出。

※1.分⼦・分⺟の⾦額は各時点の円換算額とする。
※2.解約返戻⾦について、時価評価を⾏うため⾦利変動による市場価格調整(MVA)は反映する。
※3.複数契約に加⼊している顧客の名寄せはせず、すべてを対象とする。
対象顧客全体を100％とし、それぞれの運⽤評価に該当する顧客数⽐率を棒グラフにて表⽰。
運⽤評価の区分 ①+50％以上 ②+30%以上+50％未満 ③+10％以上+30％未満 ④0%以上+10％未満

⑤-10%以上0%未満 ⑥-30％以上-10%未満 ⑦-50%以上-30%未満 ⑧-50%未満

対象顧客
対象商品

算出⽅法

公表内容

1.
2．

3．

4．

・外貨建保険は、保障と運⽤を兼ねており、満期や死亡の際には保険⾦が⽀払われます。解約時には解約返戻⾦が⽀払われますが、保険商品は
⻑期保有を前提としており、特に、契約後の早い段階に解約した場合に受け取る解約返戻⾦は、⼀定額の解約控除等により、⼀時払保険料を
下回る場合が多くあります。

・解約返戻⾦は基準⽇時点の為替レートで円貨換算しており、満期まで保有した場合や、外貨で受け取る場合の評価とは異なります。（基準⽇時点の解約返戻⾦額＋基準⽇時点の既⽀払⾦額）ー 契約時点の⼀時払保険料
契約時点の⼀時払保険料

購⼊時以降のリターン（％）＝

2024年3⽉末

③ 外貨建て保険の運⽤損益別お客さま⽐率（2022年3⽉末・2023年3⽉末・2024年3⽉末）

基本⽅針2．お客さまの最善の利益の追求
共通KPI

2022年3⽉末 77.4%

2024年3⽉末 73.40%
運⽤損益率が0％以上の顧客の割合

2023年3⽉末 52.6%
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④ ターゲット型保険の⽬標到達後の保有状況（2023年度） ※件数割合

基本⽅針2．お客さまの最善の利益の追求

14.9%

46.0%

39.0%

〇ターゲット目標到達後の状況(件数割合)

再度保険商品を購⼊
解約
継続保有

・ターゲット型保険の⽬標到達後に再度保険商品を購⼊した割合は14.9％でした。再度保険を購⼊する場合には、⼿数料が
⼆重に発⽣するので注意が必要です。お客さまへ再度保険商品をご提案する際には、保険を解約し新たに保険を契約するまで
の間、保険期間が途絶えることや、当初のご意向と現在のご意向を踏まえ、⼗分なご説明のもとご提案します。

〇運用成果要素別分析(米ドル建て/運用終了分) （出典：金融庁公表資料）

〇【右図】運⽤成果要素別分析(⽶ドル建て/運⽤終了分)
出典︓2024年4⽉3⽇ リスク性⾦融商品の販売会社等による顧客本位の業務運営に関
するモニタリング結果 (2023事務年度中間報告)

保険会社8社の外貨建⼀時払保険(継続期間5年以上)において、2023年8⽉末時点で運
⽤未終了のもの、または、2022年9⽉1⽇から2023年8⽉31⽇の間に終了したもののうち、
継続期間5年以上のものを対象として計算

（注釈）運⽤成果における各要素の概略
１.積⽴⾦の増加︓外貨積⽴⾦の(複利)運⽤増加額。初期費⽤が掛かる商品は、それを控除して算出
２.為替損益︓契約時と運⽤終了時の為替差による増減額
３.定期⽀払︓定期⽀払⾦等の期中受取の総額
４.死亡等の割増︓死亡等により保険⾦として受け取ったことによる解約返戻⾦相当額からの増加額
５.その他︓⼀部証券で取得できなかったデータ項⽬があり、数計値を使⽤したことによる誤差
６.市場価格調整︓途中解約や⽬標到達した場合、残存期間と契約時との⾦利差に応じた調整額
７.解約控除︓途中解約や⽬標到達した場合、主に初期費⽤が掛からない商品で発⽣する控除額
トータルリターン︓1〜7の合計額を払込保険料で除して算出

上図は、外貨建て⼀時払い保険かつターゲット型で、⽬標到
達した後のパフォーマンスを運⽤成果別に表⽰した図。積⽴増
加額は薄く利益のほとんどは円安で、解約等費⽤がかかること
で、受け取るトータルリターンはその分下がります。

〇【左図】ターゲット到達後の状況(件数)
2023年4⽉1⽇から2024年3⽉末までに、弊⾏でターゲット⽬標を設定して

いる保険で、かつ、⽬標到達した保険の到達後の状況(「継続保有」、「解約」、
「再度保険商品を購⼊」で表記)



お客さまの利益を不当に害することがないよう、「利益相反管理規則」等の社内規程において、具体的な対応⽅針をあらか
じめ策定しており、「利益相反管理⽅針」については、各社ホームページにて概要を公表しております。
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おきなわフィナンシャルグループ
https://www.okinawafg.co.jp/policy_profit/

沖縄銀⾏
https://www.Okinawa-bank.co.jp/policy/
profit.html お客さまの利益を不当に害

することがないよう、利益相
反管理対象の取引について
定例モニタリングを実施し、
利益相反に該当する取り組
みがないか定期的にモニタリ
ングを⾏い、経営へ報告を
⾏っております。

・利益相反によりお客さまの利益を不当に害する恐れがある取引を適切に管理するための体制整備を図り、利益相反の防⽌に
努めてまいります。

（成果指標︓⑤利益相反管理⽅針）

【基本⽅針3】 お客さまの利益を守る利益相反の適切な管理

⑤ 利益相反管理⽅針
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・お客さまの属性を的確に把握し、お客さまそれぞれのライフステージや変化する環境に沿ったふさわしい商品・サービスをご提案す
るため、商品・サービスの重要な情報をお客さまの理解度に応じて、わかりやすく丁寧にご説明してまいります。

（成果指標︓⑥ホームページに掲載、⑦⽬論⾒書を⽤いた説明）

【基本⽅針4】 お客さまにご負担いただく⼿数料の明確化

⼀部商品・サービスの⼿数料については、当⾏ホーム
ページにてご確認いただけます。

⑥ ホームページに掲載 ⑦ ⽬論⾒書を⽤いた説明

⼿数料に関しましては⾦融商品のご提供に際して、契
約締結前交付書⾯や⽬論⾒書等を⽤いて、お客さま
の理解度に応じて、できる限り分かりやすく丁寧な情報
提供へ努めてまいります。
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・お客さまにご負担いただく⼿数料につきましては、どのようなサービス等に対する対価であるかわかりやすくご説明し、ご負担いた
だく⼿数料に⾒合うサービスのご提供により、お客さまの良質な資産形成へ取り組み、総合的な⾦融サービスレベルの向上に
努めます。

成果指標︓ ⑧重要情報シート(⾦融事業者編)(個別商品編) (P12)
⑨資産形成・運⽤のご案内パンフレットを活⽤した情報提供 (P13)
⑩投資信託ラインナップを活⽤した情報提供 (P14)
⑪投資信託預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』 (P15)
⑫販売ファンドの属性 (P18)
⑬外貨建て保険預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』 (P20)

【基本⽅針5】 お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供



⾦融事業者⾃⾝の基本的な情報や商品ラインアップ等を記載した「重要
情報シート（⾦融事業者編）」につきましては、「預かり資産全般のご説
明時（初回⾯談時など）」、「⼝座開設前」、「既存お客さまであっても
説明が必要と思われる場合（⻑期にわたり取引がなかった場合等）」の
お客さま等に対し、ご説明するようにしております。

投資信託は取扱している全ファンド、保険は取扱している⼀時払外貨
建て保険の全商品について、 「重要情報シート（個別商品編）」を導
⼊しています。商品等の内容、リスクと運⽤実績、費⽤等を記載し、多
商品の内容を⽐較することが容易となります。リスクとリターンの関係など
基本的な構造を含め、より分かりやすく丁寧に情報を提供します。

より⼀層、分かりやすい情報提供を⾏うために、⾦融事業者⾃⾝の基本的な情報や商品ラインアップ等を記載した「重
要情報シート（⾦融事業者編）」や商品等の内容、リスクと運⽤実績、費⽤等を取りまとめた「重要情報シート（個
別商品編）」を導⼊し、お客さまに分かりやすい情報提供を⼼掛けております。
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⑧ 重要情報シート（⾦融事業者編）（個別商品編）

≪重要情報シート（⾦融事業者編）≫ ≪重要情報シート（個別商品編）≫

基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供



⑨ 資産形成・運⽤のご案内パンフレットを活⽤した情報提供

今回、外貨建て商品での資産運⽤の⽐較ができるページを追加しました。他にも、リスクとリターンの関係などのリスクに
関する項⽬や、取扱している資産形成・資産運⽤商品（投資信託や個⼈年⾦など）の詳細についてもご紹介していま
す。「資産形成・運⽤のご案内」を使⽤して、ライフステージに沿った良質な資産形成をサポートします。

お客さまのライフプランに合った商品・サービスを提案するため、まずは、お客さまのライフステージや資⾦計画などを「資
産形成・運⽤のご案内」にてご案内しています。
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基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供



⑩ 投資信託ラインナップを活⽤した情報提供

2024年からスタートした新しいＮＩＳＡ制度に併せて、新NISA対象ファンドを運⽤資産ごとに⼀覧で⽐較できるページを追加しました。「投信ラ
インナップ」を活⽤し、お客さま⽬線でお客さまに合った、適切な商品をご提供します。

さらにニーズに沿った⾦融商品を選択できるよう、「投資信託ラインナップ」などの資料も活⽤して、分かりやすくご説明いたします。

14

基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供



コスト・リターン

リスク・リターン
コスト

জ
ॱ
␗
থ

2024年3⽉末現在預り残⾼上位20銘柄（設定後５年以上）
基準⽇時点の販売⼿数料率（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値。販売⼿数料率は、⽬論⾒書上の上限ではなく、当⾏の取扱い
時の最低販売⾦額での料率。信託報酬率は、⽬論⾒書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費⽤・⼿数料は含まず）
過去5年間の⽉次リターンの標準偏差（年率換算）
過去５年間のトータルリターン（年率換算）。騰落率算出の際に⽤いる基準価額は分配⾦再投資後（税引前）の基準価額を使⽤。

対象銘柄
コ ス ト

リ ス ク
リ タ ー ン

リスク
1.
2.

3.
4.

জ
ॱ
␗
থ
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⑪-1 投資信託預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』（2024年3⽉末現在）

共通KPI

基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供

投資信託 リターン リスク コスト

① ひふみプラス 11.06％ 14.13% 1.52%

② ｉＦｒｅｅ外国株式インデックス(為替ヘッジなし） 19.81％ 17.19% 0.21%

③ ｉＦｒｅｅ⽇経２２５インデックス 15.84% 17.03% 0.15%

④ ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド（毎⽉分配型） 8.52% 15.57% 2.47%

⑤ ストックインデックスファンド２２５ 15.39% 17.02% 1.01%

⑥ 投資のソムリエ -0.58% 3.95% 1.98%

⑦ ダイワJ-REITオープン(毎⽉分配型) 1.96% 15.3% 1.12%

⑧ グローバル・ロボティクス株式ファンド（１年決算型） 22.19% 21.01% 2.6%

⑨ ノムラ⽇⽶REITファンド 7.56% 17.17% 2.09%

⑩ ピクテ・アセット・アロケーション・ファンド（毎⽉分配型） 4.59% 6.4% 1.96%

⑪ グローバル３倍３分法ファンド（１年決算型） 4.99% 19.79% 1.14%

⑫ ｉＦｒｅｅ８資産バランス 8.28% 10.47% 0.24%

⑬ ⽶国株式配当貴族（年4回決算型） 17.54% 16.97% 0.99%

⑭ ピクテ･アセット･アロケーション･ファンド(1年決算型) 4.54% 6.38% 1.96%

⑮ フランクリン・テンプルトン⽶国政府証券ファンド 5.27% 6.17% 1.84%

⑯ グローバル・アロケーションOPA（年１回決算・為替ヘッジなし） 12.77% 11.74% 2.62%

⑰ ダイワ⾼格付カナダドル債オープン(毎⽉分配型） 5.81% 7.79% 1.82%

⑱ ｉＦｒｅｅ新興国株式インデックス 9.01% 18.34% 0.37%

⑲ グローバル・アロケーションOPC（年1回決算・限定為替ヘッジ） 3.54% 12.24% 2.62%

⑳ ラサール・グローバルREITファンド（毎⽉分配型） 8.47% 19.46% 2.31%

残⾼加重平均値 11.09% 14.56% 1.35%

（前年度⽐） （5.23％） （0.77％） （-0.18％）
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⑪-2 投資信託預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』 （2023年3⽉末現在）
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-5%
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投資信託 リターン リスク コスト

① ひふみプラス 2.23% 15.97% 1.52%

② ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド（毎⽉分配型） 9.97% 15.54% 2.47%

③ 投資のソムリエ（⼀般） -0.44% 3.72% 1.98%

④ ﾀﾞｲﾜJ-REITｵｰﾌﾟﾝ(毎⽉分配型) 4.30% 15.03% 1.12%

⑤ ｉＦｒｅｅ⽇経２２５インデックス 7.49% 17.06% 0.15%

⑥ ｉＦｒｅｅ外国株式インデックス(為替ヘッジなし） 13.46% 17.99% 0.21%

⑦ ストックインデックスファンド２２５（再投資） 7.07% 17.05% 1.01%

⑧ ノムラ⽇⽶REITファンド 8.71% 17.35% 2.09%

⑨ グローバル・ロボティクス株式ファンド（１年決算型） 13.09% 21.45% 2.60%

⑩ ピクテ・アセット・アロケーション・ファンド（毎⽉分配型） 2.20% 6.23% 1.96%

⑪ ﾌﾗﾝｸﾘﾝ･ﾃﾝﾌﾟﾙﾄﾝ⽶国政府証券ﾌｧﾝﾄﾞ 3.98% 5.50% 1.84%

⑫ ピクテ･アセット･アロケーション･ファンド(1年決算型) 2.16% 6.19% 1.96%

⑬ ｉＦｒｅｅ８資産バランス 5.27% 10.63% 0.24%

⑭ ダイワ⾼格付カナダドル債オープン(毎⽉分配型） 3.61% 7.45% 1.82%

⑮ グローバル・アロケーションOPC（年1回決算・限定為替ヘッジ） 1.26% 12.29% 2.62%

⑯ グローバル・アロケーションOPA（年１回決算・為替ヘッジなし） 7.80% 12.20% 2.62%

⑰ ﾊｲｸﾞﾚｰﾄﾞ･ｵｾｱﾆｱ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｵｰﾌﾟﾝ(毎⽉分配型) 2.03% 9.79% 1.82%

⑱ ラサール・グローバルREITファンド（毎⽉） 7.65% 19.16% 2.31%

⑲ ｉＦｒｅｅ新興国株式インデックス 3.74% 19.41% 0.37%

⑳ リスク抑制世界８資産バランスファンド（⼀般） -0.48% 3.32% 0.98%

残⾼加重平均値 5.86% 13.79% 1.53%

（前年度⽐） （-1.48％） （1.13％） （-0.17％）

残⾼加重平均値
リ ス ク︓13.79%
リターン︓5.86%

残⾼加重平均値
コ ス ト︓1.53%
リターン︓5.86%

2023年3⽉末現在預り残⾼上位20銘柄（設定後５年以上）
基準⽇時点の販売⼿数料率（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値。販売⼿数料率は、⽬論⾒書上の上限ではなく、当⾏の取扱い
時の最低販売⾦額での料率。信託報酬率は、⽬論⾒書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費⽤・⼿数料は含まず）
過去5年間の⽉次リターンの標準偏差（年率換算）
過去５年間のトータルリターン（年率換算）。騰落率算出の際に⽤いる基準価額は分配⾦再投資後（税引前）の基準価額を使⽤。

対象銘柄
コ ス ト

リ ス ク
リ タ ー ン

1．
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3．
4．

コスト・リターン

リスク・リターン
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共通KPI

基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供
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投資信託 リターン リスク コスト

① ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド（毎⽉分配型） 9.25％ 15.22% 2.47%

② ひふみプラス 7.83% 16.07% 1.52%

③ 投資のソムリエ（⼀般） 1.32% 2.99% 1.98%

④ ﾀﾞｲﾜJ-REITｵｰﾌﾟﾝ(毎⽉分配型) 5.67% 14.9% 1.12%

⑤ ノムラ⽇⽶REITファンド 10.53% 15.99% 2.09%

⑥ ストックインデックスファンド２２５（再投資） 9.55% 16.44% 1.01%

⑦ ピクテ・アセット・アロケーション・ファンド（毎⽉分配型） 3.77% 5.62% 1.96%

⑧ ｉＦｒｅｅ⽇経２２５インデックス 10% 16.44% 0.15%

⑨ ｉＦｒｅｅ外国株式インデックス(為替ヘッジなし） 15.27% 17.04% 0.21%

⑩ グローバル・ロボティクス株式ファンド（１年決算型） 16.57% 19.54% 2.6%

⑪ ﾌﾗﾝｸﾘﾝ･ﾃﾝﾌﾟﾙﾄﾝ⽶国政府証券ﾌｧﾝﾄﾞ 1.83% 4.82% 1.84%

⑫ ダイワ⾼格付カナダドル債オープン(毎⽉分配型） 2.87% 7.45% 1.82%

⑬ グローバル・アロケーションOPC（年1回決算・限定為替ヘッジ） 4.86% 10.82% 2.62%

⑭ ラサール・グローバルREITファンド（毎⽉） 9.21% 17.9% 2.31%

⑮ ピクテ･アセット･アロケーション･ファンド(1年決算型) 3.72% 5.6% 1.96%

⑯ ﾊｲｸﾞﾚｰﾄﾞ･ｵｾｱﾆｱ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｵｰﾌﾟﾝ(毎⽉分配型) 2.08% 9.8% 1.82%

⑰ ｉＦｒｅｅ８資産バランス 6.7% 10.12% 0.24%

⑱ グローバル・アロケーションOPA（年１回決算・為替ヘッジなし） 8.08% 11.7% 2.62%

⑲ リスク抑制世界８資産バランスファンド（⼀般） 1% 2.55% 0.98%

⑳ ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド（１年決算型） 9.35% 15.29% 2.47%

残⾼加重平均値 7.34% 12.66% 1.7%

（前年度⽐） （1.18%） （̠̠0.47％） （-0.21%）

残⾼加重平均値
リ ス ク︓12.66%
リターン︓7.34%

残⾼加重平均値
コ ス ト︓1.70%
リターン︓7.34%

2022年3⽉末現在預り残⾼上位20銘柄（設定後５年以上）
基準⽇時点の販売⼿数料率（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値。販売⼿数料率は、⽬論⾒書上の上限ではなく、当⾏の
取扱い時の最低販売⾦額での料率。信託報酬率は、⽬論⾒書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費⽤・⼿数料は含まず）
過去5年間の⽉次リターンの標準偏差（年率換算）
過去５年間のトータルリターン（年率換算）。騰落率算出の際に⽤いる基準価額は分配⾦再投資後（税引前）の基準価額を使⽤。

対象銘柄
コ ス ト
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リ タ ー ン
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⑪-3 投資信託預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』 （2022年3⽉末現在）

共通KPI

基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供



2022年度

18

⑫-1 販売ファンドの属性

基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供

No. 銘柄（略称） 分類 割合（％）

1 iFree 外国株式インデックス（為替ヘッジなし） 株式 9.64

2 ひふみプラス 株式 8.06

3 ⽶国株式配当貴族（年4回決算型） 株式 7.68

4 iFree ⽇経225インデックス 株式 7.53

5 ストックインデックス225 株式 6.54

6 GS グローバル社債ターゲット 2023-06『ワンロード2023-06』 債券 5.51

7 ベイリー・ギフォードインパクト投資ファンド『ポジティブチェンジ』 株式 5.49

8 あおぞら・新グローバル・プレミアムF2024-01『ぜんぞうプラス2401』 資産複合 5.37

9 グローバル・ロボティクス株式ファンド（1年決算型） 株式 4.32

10 あおぞら・新グローバル分散F2024-01『ぜんぞう2401』 資産複合 3.88

株式資産複合

68.5％18.1％

債券
8.8％

REIT
4.0％

0.6％
その他

2023年度

No. 銘柄（略称） 分類 割合（％）

1 あおぞら・新グローバル分散F2022-10『ぜんぞう2022-10』 資産複合 19.17

2 ひふみプラス 株式 9.32

3 ストックインデックス225 株式 7.58

4 ダイワJ-REITオープン（毎⽉分配型） REIT 7.52

5 iFree 外国株式インデックス（為替ヘッジなし） 株式 7.11

6 ベイリー・ギフォードインパクト投資ファンド『ポジティブチェンジ』 株式 6.80

7 iFree ⽇経225インデックス 株式 6.46

8 GS グローバル社債ターゲット 2022-12『ワンロード2022-12』 債券 4.90

9 ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド（毎⽉分配型） 株式 3.31

10 グローバル・ロボティクス株式ファンド（1年決算型） 株式 3.27

54.6%
29.9%

7.9%
7.7%

株式
資産複合

債券
REIT



⑫-2 販売ファンドの属性

2021年度
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基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供

No. 銘柄（略称） 分類 割合（％）

1 投資のソムリエ 資産複合 16.51

2 ベイリー・ギフォードインパクト投資ファンド『ポジティブチェンジ』 株式 14.63

3 ひふみプラス 株式 13.08

4 ストックインデックス225 株式 7.89

5 ダイワJ-REITオープン（毎⽉分配型） REIT 6.55

6 iFree ⽇経225インデックス 株式 6.46

7 グローバル・ロボティクス株式ファンド（1年決算型） 株式 5.13

8 iFree 外国株式インデックス 株式 5.02

9 ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド（毎⽉分配型） 株式 3.48

10 グローバル3倍3分法ファンド（1年決算型） 資産複合 2.79

61.1%31.5%

6.8%

0.6%

株式資産複合

REIT
その他



コスト・リターン

• 当⾏が保険募集を⾏った外貨建⼀時払保険契約
• 対象となる契約にかかる 基準⽇時点の解約返戻⾦額+基準⽇時点の既⽀払⾦額の合計額で上位20銘柄（基準⽇︓2024年3⽉末⽇現在）
• 保険契約開始から60か⽉以上経過した契約が存在する商品
• 基準⽇時点で解約済みの契約、年⾦の⽀払いが開始している年⾦契約（据置期間の契約も含む）は除外する
※ お客さま意向で円建保険に変更した任意移⾏契約は、円建契約と判別が困難であることから除外するものとする。
• 個別商品のコストは、各契約のコスト率について、保険会社が⽀払う代理店⼿数料のうち、新契約⼿数料率を基準⽇までの契約期間(⽉単位)で除し

たものと年間の継続⼿数料率を使⽤することで算出し、各契約のコスト率を各契約の契約時点の⼀時払保険料（円換算）で加重平均する。
※ 契約期間の途中で継続⼿数料率の取扱い⼿数料⽀払いが完了している場合、⽀払いがあった年度分の継続⼿数料率を累積した上で、経過期間に

基づき年率換算を⾏う。
＜ コスト算出に使⽤した代理店⼿数料率等は以下の⼆通り ＞
・ 保険会社における当該商品の保有全契約のうち、保険契約開始から60か⽉以上経過した契約（基準⽇時点で有効であるもの）を対象に、当該

商品を組成する保険会社にて算出される、各契約に適⽤されている新契約⼿数料率及び継続⼿数料率を各契約の契約時点の⼀時払保険料（円
換算）で加重平均した値を使⽤。

・ 個別契約ごとの値を使⽤。
・ 各契約のリターン率の算出⽅法は以下の通り。（いずれも円換算とする）
① (基準⽇時点の解約返戻⾦額＋基準⽇時点の既⽀払⾦額－契約時点の⼀時払保険料) ÷ (契約時点の⼀時払保険料) を年率に換算する。
② 各契約のリターン率を各契約の契約時点の⼀時払保険料で加重平均する。
※  解約返戻⾦額について、時価評価を⾏うため、⾦利変動による市場価格調整(MVA)は反映する。
• コスト、リターンともに、個別商品の対象となる契約にかかる 基準⽇時点の解約返戻⾦額＋基準⽇時点の既⽀払⾦額 の合計値で加重平均する。

対 象 契 約

コ ス ト

リ タ ー ン

加重平均値

1．

2．

3．

4．

コスト

জ
ॱ
␗
থ
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• 外貨建保険は、保障と運⽤を兼ねており、満期や死亡の際には保険⾦が⽀払われます。解約時には解約返戻⾦が⽀払われます
が、 保険商品は⻑期保有を前提としており、特に、契約後の早い段階に解約した場合に受け取る解約返戻⾦は、⼀定額の解約
控除等により、 ⼀時払保険料を下回る場合が多くあります。

• 解約返戻⾦は基準⽇時点の為替レートで円貨換算しており、満期まで保有した場合や、外貨で受け取る場合の評価とは異なりま
す。

リターン コスト

① 3.11% 0.78%

② 2.03% 0.51%

③ 1.96% 0.64%

④ 6.53% 1.03%

⑤ 1.82% 0.92%

⑥ 0.86% 1.03%

⑦ -0.07% 0.51%

⑧ 1.58% 0.28%

⑨ 2.27% 0.00%

⑩ 3.68% 0.85%

⑪ 2.39% 0.52%

⑫ 4.78% 0.62%

⑬ 1.23% 0.81%

⑭ 1.33% 0.68%

⑮ 2.71% 0.16%

⑯ 2.23% 0.10%

⑰ 1.03% 0.82%

⑱ 1.51% 0.90%

⑲ 2.92% 0.99%

⑳ 2.11% 1.43%

2.84% 0.73%

プレミアジャンプ・年⾦（外貨建）

おおきな、まごころ

デュアルドリーム

残⾼加重平均

えがお、ひろがる

ビー ウィズ ユー プラス

やさしさ、つなぐ

みらい、そだてる

アテナ

プレミアプレゼント

たのしみ、ずっと

ビーウィズユー（ＵＳドル建）

プレミアジャンプ

ビーウィズユー（豪ドル建）

三⼤陸

アテナ２

銘柄名

サニーガーデンＥＸ

サニーガーデン

しあわせ、ずっと

ロングドリームＧＯＬＤ２

ロングドリームＧＯＬＤ

⑬-1 外貨建て保険預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』（2024年3⽉末現在）

基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供
共通KPI

残⾼加重平均値
コ ス ト︓0.73%
リターン︓2.84%



コスト・リターン

• 当⾏が保険募集を⾏った外貨建⼀時払保険契約
• 対象となる契約にかかる 基準⽇時点の解約返戻⾦額+基準⽇時点の既⽀払⾦額の合計額で上位20銘柄（基準⽇︓2023年3⽉末⽇現在）
• 保険契約開始から60か⽉以上経過した契約が存在する商品
• 基準⽇時点で解約済みの契約、年⾦の⽀払いが開始している年⾦契約（据置期間の契約も含む）は除外する
※ お客さま意向で円建保険に変更した任意移⾏契約は、円建契約と判別が困難であることから除外するものとする。
• 個別商品のコストは、各契約のコスト率について、保険会社が⽀払う代理店⼿数料のうち、新契約⼿数料率を基準⽇までの契約期間(⽉単位)で除し

たものと年間の継続⼿数料率を使⽤することで算出し、各契約のコスト率を各契約の契約時点の⼀時払保険料（円換算）で加重平均する。
※ 契約期間の途中で継続⼿数料率の取扱い⼿数料⽀払いが完了している場合、⽀払いがあった年度分の継続⼿数料率を累積した上で、経過期間に

基づき年率換算を⾏う。
＜ コスト算出に使⽤した代理店⼿数料率等は以下の⼆通り ＞
・ 保険会社における当該商品の保有全契約のうち、保険契約開始から60か⽉以上経過した契約（基準⽇時点で有効であるもの）を対象に、当該

商品を組成する保険会社にて算出される、各契約に適⽤されている新契約⼿数料率及び継続⼿数料率を各契約の契約時点の⼀時払保険料（円
換算）で加重平均した値を使⽤。

・ 個別契約ごとの値を使⽤。
・ 各契約のリターン率の算出⽅法は以下の通り。（いずれも円換算とする）
① (基準⽇時点の解約返戻⾦額＋基準⽇時点の既⽀払⾦額－契約時点の⼀時払保険料) ÷ (契約時点の⼀時払保険料) を年率に換算する。
② 各契約のリターン率を各契約の契約時点の⼀時払保険料で加重平均する。
※  解約返戻⾦額について、時価評価を⾏うため、⾦利変動による市場価格調整(MVA)は反映する。
• コスト、リターンともに、個別商品の対象となる契約にかかる 基準⽇時点の解約返戻⾦額＋基準⽇時点の既⽀払⾦額 の合計値で加重平均する。

対 象 契 約

コ ス ト

リ タ ー ン

加重平均値

1.

2．

3．

4．

コスト

জ
ॱ
␗
থ
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⑬-2 外貨建て保険預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』（2023年3⽉末現在）

• 外貨建保険は、保障と運⽤を兼ねており、満期や死亡の際には保険⾦が⽀払われます。解約時には解約返戻⾦が⽀払われますが、
保険商品は⻑期保有を前提としており、特に、契約後の早い段階に解約した場合に受け取る解約返戻⾦は、⼀定額の解約控除
等により、 ⼀時払保険料を下回る場合が多くあります。

• 解約返戻⾦は基準⽇時点の為替レートで円貨換算しており、満期まで保有した場合や、外貨で受け取る場合の評価とは異なりま
す。

残⾼加重平均値
コ ス ト︓0.74%
リターン︓0.86%

共通KPI

基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供



0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

2.50%

3.00%

3.50%

0.00% 0.50% 1.00% 1.50% 2.00%

コスト・リターン

• 当⾏が保険募集を⾏った外貨建⼀時払保険契約
• 対象となる契約にかかる 基準⽇時点の解約返戻⾦額+基準⽇時点の既⽀払⾦額の合計額で上位18銘柄（基準⽇︓2022年3⽉末⽇現在）
• 保険契約開始から60か⽉以上経過した契約が存在する商品
• 基準⽇時点で解約済みの契約、年⾦の⽀払いが開始している年⾦契約（据置期間の契約も含む）は除外する
※ お客さま意向で円建保険に変更した任意移⾏契約は、円建契約と判別が困難であることから除外するものとする。
• 個別商品のコストは、各契約のコスト率について、保険会社が⽀払う代理店⼿数料のうち、新契約⼿数料率を基準⽇までの契約期間(⽉単位)で除し

たものと年間の継続⼿数料率を使⽤することで算出し、各契約のコスト率を各契約の契約時点の⼀時払保険料（円換算）で加重平均する。
※ 契約期間の途中で継続⼿数料率の取扱い⼿数料⽀払いが完了している場合、⽀払いがあった年度分の継続⼿数料率を累積した上で、経過期間に

基づき年率換算を⾏う。
＜ コスト算出に使⽤した代理店⼿数料率等は以下の⼆通り ＞
・ 保険会社における当該商品の保有全契約のうち、保険契約開始から60か⽉以上経過した契約（基準⽇時点で有効であるもの）を対象に、当該

商品を組成する保険会社にて算出される、各契約に適⽤されている新契約⼿数料率及び継続⼿数料率を各契約の契約時点の⼀時払保険料（円
換算）で加重平均した値を使⽤。

・ 個別契約ごとの値を使⽤。
・ 各契約のリターン率の算出⽅法は以下の通り。（いずれも円換算とする）
① (基準⽇時点の解約返戻⾦額＋基準⽇時点の既⽀払⾦額－契約時点の⼀時払保険料) ÷ (契約時点の⼀時払保険料) を年率に換算する。
② 各契約のリターン率を各契約の契約時点の⼀時払保険料で加重平均する。
※  解約返戻⾦額について、時価評価を⾏うため、⾦利変動による市場価格調整(MVA)は反映する。
• コスト、リターンともに、個別商品の対象となる契約にかかる 基準⽇時点の解約返戻⾦額＋基準⽇時点の既⽀払⾦額 の合計値で加重平均する。

対 象 契 約

コ ス ト

リ タ ー ン

加重平均値

1．

2．

3．

4．

コスト

জ
ॱ
␗
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⑬-3 外貨建て保険預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』 （2022年3⽉末現在）

共通KPI

• 外貨建保険は、保障と運⽤を兼ねており、満期や死亡の際には保険⾦が⽀払われます。解約時には解約返戻⾦が⽀払われます
が、 保険商品は⻑期保有を前提としており、特に、契約後の早い段階に解約した場合に受け取る解約返戻⾦は、⼀定額の解約
控除等により、 ⼀時払保険料を下回る場合が多くあります。

• 解約返戻⾦は基準⽇時点の為替レートで円貨換算しており、満期まで保有した場合や、外貨で受け取る場合の評価とは異なりま
す。

残⾼加重平均値
コ ス ト︓0.81%
リターン︓1.52%

基本⽅針5．お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供

銘柄別 リターン コスト

① アテナ２ 1.14% 0.28%

② えがお、ひろがる 0.33% 1.19%

③ サニーガーデン 1.24% 0.70%

④ サニーガーデンＥＸ 1.92% 0.96%

⑤ しあわせ、ずっと 1.68% 0.84%

⑥ しあわせ、ずっとＮＺ 0.50% 1.02%

⑦ たのしみ、ずっと 2.10% 0.75%

⑧ デュアルドリーム 3.00% 1.42%

⑨ ビー ウィズ ユー プラス 1.98% 1.27%

⑩ ビーウィズユー 1.99% 0.80%

⑪ プレミアジャンプ 0.44% 1.02%

⑫ プレミアジャンプ・年⾦（外貨建） 0.29% 1.12%

⑬ プレミアジャンプ２・年⾦（外貨建） 2.99% 1.20%

⑭ みらい、そだてる 0.47% 0.34%

⑮ やさしさ、つなぐ 0.21% 0.88%

⑯ ロングドリームＧＯＬＤ 1.74% 0.92%

⑰ ロングドリームプラス 1.35% 0.68%

⑱ 三⼤陸 1.06% 0.43%

残⾼加重平均値 1.52% 0.81%



預 ⾦ つみたてNISA ビッグイニング 外債・私募債

⼀時払い
終⾝保険ジュニアNISA 保障性保険 iDeCo 投資信託 個⼈年⾦保険 教育贈与信託

株 式

外貨預⾦ 国 債

資産形成層（ためる） 資産活⽤層（ふやす） ／ 資産承継層（つなぐ)ॢ
ঝ
␗
উ
९
জ
⑃
␗
३
⑄
থ
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ライフステージに
おけるニーズ

少⼦⾼齢化（⼈⽣100年時代） 多様化するライフスタイル デジタライゼーション世の中の潮流

20歳代 30歳代 40歳代 60歳代50歳代 70歳代 80歳代 90歳以上

資産形成層（ためる）

ライフイベント ✅ 就職 ✅ 結婚 ✅ ⼦ども誕⽣ ✅ マイホーム ✅ ⼦の進学・独⽴ ✅ 定年 ✅ 年⾦受給 ✅ シニアライフ

働き⽅ ✅ 働き⽅の多様化 ✅ ワークライフバランス ✅ ヘルスケア ✅ 定年後の働き⽅ ✅ 健康寿命の維持 ✅ 介護ニーズ

つながり ✅ モバイルデバイス完結 ✅ SNSコミュニティ ✅ 地域・社会との関わり⽅ ✅ 家族とのつながり

資産運⽤ ✅ 公的年⾦への不安 ✅ 将来への備え ✅ 資産の承継 ✅ 家族への遺し⽅

資産活用層（ふやす）/資産承継層（まもる・つなぐ）

資産活用層（ふやす）/資産承継層（まもる・つなぐ）

【基本⽅針6】 お客さまそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供

家族信託 遺⾔

・お客さまのリスク許容度に応じた⾦融商品・お客さま本位のサービスを提供することで、ライフステージに沿った良質な資産形成
をサポートします。

・お客さまの様々なニーズにお応えするため、当社グループの総合⼒を活かしたご提案をしてまいります。また、お客さまのご意⾒や
ご要望についても、当社グループにおける業務運営の改善に活かし、お客さまの満⾜度やサービスの向上に努めてまいります。

・お客さまの⾦融知識・経験・財産の状況やニーズ、運⽤⽬的に合わせるとともに、⽬まぐるしく変化する⾦融環境においてお客さ
ま⽬線で、適切な商品・サービスを提供できるよう取り組みます。

【成果指標︓⑭預かり資産販売⽀援ツール『Wealth Advisor』、⑮資産運⽤ナビ(ＳＵＮ)(P24) 】

お客さまのライフプランに応じた商品・サービスの提供



『Wealth Advisor』は、各種投資信託の特徴や運⽤実
績、つみたてＮＩＳＡやiDeCo加⼊のシミュレーション、投
資信託のリバランス提案やライフプランに応じたゴールベース
での運⽤提案が可能なツールです。

「資産運⽤ナビ（ＳＵＮ）」は、パソコンやタブレットで「保
有資産の保有状況」と「新たな資産運⽤提案」をわかりやす
くお客さまへご提案できます。
24年1⽉スタートの新NISAの運⽤状況もご確認できます。

タブレット端末を活⽤することで、ペーパレス化を実現し、お客さまの利便性を⾼めるとともに、情報提供の⾼度化へ努めており
ます。また、⼀部はペーパーでも資料をお渡しできます。
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⑭ 預かり資産販売⽀援ツール
『Wealth Advisor』 ⑮ 資産運⽤ナビ（ＳＵＮ）

基本⽅針6．お客さまそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供



・お客さまが基本的な⾦融知識を習得できるよう、情報提供の充実に努めます。
成果指標︓⑯資産運⽤セミナー等開催回数

⑰⾦融リテラシーを⾼める活動(P26)
⑱「iDeCo契約件数」(P27)
⑲「NISA⼝座数」（P27)
⑳ライフステージに応じた保険の提案（法⼈保険）（P28）

327回
401回

837回
935回

1000回

0

200

400

600

800

1000

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度計画

（回数）

⾦融リテラシー向上、貯蓄から投資への流れをお客さまにご理解いただくことを⽬的に資産運⽤セミナー・個別相談会等を
継続的に開催いたします。おきぎん証券と連携し、お客さまの⾦融知識・経験・財産の状況やニーズに合った最適な情報・
商品の提供を⾏ってまいります。

⑯ 資産運⽤セミナー等開催回数(おきぎん証券との合同開催含む)
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基本⽅針6．お客さまそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供



⑰ ⾦融リテラシーを⾼める活動

26

基本⽅針6．お客さまそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供

年度 開催回数
2023年度 7回

〇⾦融シンポジウムの開催 〇⾦融経済出前授業(くらしとお⾦の教室)

2023年度下期から、沖縄県内の⾼等学校・専⾨学校・中学
校の学⽣を対象に、「くらしとお⾦の教室」と題し⾦融経済教育
を実施しています。

おきなわフィナンシャルグループのマテリアリティの⼀つである「沖縄県の⼦どもの貧困問題の解消」の解決策にもつながる、
⾦融リテラシー向上への活動を実施しています。

2023年11⽉に⾦融リテラシーの認知度向上、その重要性を
周知するため、当グループ主催の⾦融経済教育シンポジウムを
開催しました。



⑱ 「iDeCo契約件数」 ⑲ 「NISA⼝座数」

17,988 ⼝座
20,075 ⼝座

23,836 ⼝座

34,636 ⼝座

0 ⼝座

5,000 ⼝座

10,000 ⼝座

15,000 ⼝座

20,000 ⼝座

25,000 ⼝座

30,000 ⼝座

35,000 ⼝座

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度計画

NISA⼝座数

中⻑期的な視点による着実な資産形成をご⽀援するため、「iDeCo」や「つみたてNISA」向け商品等の⻑期分散投資
に資する商品を積極的に提供してまいります。

1,584 件

1,146 件
856 件

1,800 件

0 件

500 件

1,000 件

1,500 件

2,000 件

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度計画

iDeCo契約件数
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基本⽅針6．お客さまそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供



83 件

111 件 112 件 111 件
120 件

0 件

50 件

100 件

150 件

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度計画

お客さまの良質な資産形成を⽀援するため、セミナー等を通して⾦融知識の普及に努めるとともに、ライフステージやライフプラ
ンに応じた様々な商品・サービスを提供してまいります。

⑳ ライフステージに応じた保険の提案（法⼈保険）

28

基本⽅針6．お客さまそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供



29

スマホから⾯談⽇時を予約。
予約⽇に、⾦融商品に関し
てWeb上で相談ができます。

投資信託の⼝座開設(NISA含)からファンドの購⼊解約
までお取引できます。ご契約している投資信託の損益状
況を、⼀覧表⽰で確認することができます。

・お客さまの⾦融知識・経験・財産の状況やニーズ、運⽤⽬的に合わせるとともに、⽬まぐるしく変化する⾦融環境において、お客さ
ま⽬線で、適切な商品・サービスを提供できるよう取り組みます。専⽤アプリから運⽤に関して便利なサービスをご提供しています。

（成果指標︓㉑投信⼝座(NISA含)申込及び保有ファンドの損益表⽰、㉒Web⾯談）

㉑ 投信⼝座(NISA含)申込及び保有ファンドの損益表⽰ ㉒ Web⾯談

基本⽅針6．お客さまそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供

「おきぎんSmart」は、当⾏専
⽤アプリです。いろいろな便利
な機能を備えています。



6 回

9 回

4 回

14 回 14 回 14 回

0 回

5 回

10 回

15 回

20 回

2021年度 2022年度 2023年度

投資信託 ⽣命保険

㉓ アフターフォロー対象先への実施状況

30

商
品 定義 商

品 定義

投
資
信
託

【定期的なアフターフォロー】
① 原則、4⽉、7⽉、10⽉、1⽉の

四半期ごとに実施。

② 相場環境やお客さまの運⽤状況
等に基づき、都度フォロー対象者
を決定する。 ⽣

命
保
険

【定期的なアフターフォロー】
① 原則、5⽉、11⽉の年2

回実施。
② 相場環境やお客さまの運

⽤状況等に基づき、都度
フォロー

【個⼈年⾦保険満期到来先
へのアフターフォロー】
① 毎⽉、個⼈年⾦保険満

期到来先に対し実施

【相場急変時のアフターフォロー】
①市場動向の急変や相場に強い影

響を与える事象が発⽣し、投資
信託の基準価額が⼤きく下落し
たときに実施。

②取扱ファンドの下落率やお客さま
の損失率等に基づき、都度フォ
ロー対象者を決定する。

【その他アフターフォロー】
① 急激な為替変動時等に

実施

・お客さまに対し商品・サービスの提供後も、対話を通じ、ニーズや環境の変化を把握し、必要な情報を提供する等、わかりやすく、
丁寧なアフターフォローにより、⻑期にわたる信頼関係を構築します。

（成果指標︓㉓アフターフォロー対象先への実施状況）

基本⽅針6．お客さまそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供
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・沖縄銀⾏では、お電話やご訪問にて、お客さまからいただいた、ご意⾒・ご要望をお客さまの声（「喜びの声」「ご要望」
「苦情」）として、業務の運営に反映しております。

（成果指標︓㉔預かり資産に関するお客さまの声）

㉔ 預かり資産に関するお客さまの声

基本⽅針6．お客さまそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供

お客さまの声 2021年度 2022年度 2023年度

苦情
6件

（うち、保険関連 2件）
（うち、証券関連 0件）

6件
（うち、保険関連 5件）
（うち、証券関連 1件）

10件
（うち、保険関連 5件）
（うち、証券関連 1件）

相談・要望 0件 0件 0件

喜びの声
10件

（うち、保険関連 6件）
（うち、証券関連 1件）

31件
（うち、保険関連13件）
（うち、証券関連 1件）

64件
（うち、保険関連20件）
（うち、証券関連 1件）



【基本⽅針7】お客さま最善の利益を追求するための職員に対する適切な動機づけの枠組み

㉕ お客さまの⽴場に⽴った商品・サービスの提供を⾏える研修体制

お客さまのニーズを迅速・的確にキャッチすることが、お客さまの良質な資産形成に寄与するとの基本⽅針に基づき、お客さ
まの最善の利益の追求を実現できる⼈材を育成する研修体制を構築してまいります。
また、業績評価体系についてもお客さま本位の業務運営を⾏えるよう整備してまいります。

32

預かり資産提案研修

預かり資産事務研修

FD浸透研修・勉強会

保険事務研修
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2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度計画
※おきぎん証券との合同開催含む

・すべての職員が本⽅針に沿って誠実に⾏動し、お客さまの最善の利益を追求できるよう、業績評価体系を整備するとともに、コンサ
ルティング能⼒及びコンプライアンス意識の向上を⽬指した研修体制を構築してまいります。

成果指標︓㉕お客さまの⽴場に⽴った商品・サービスの提供を⾏える研修体制
㉖お客さまの利益を守る業績評価体系の整備（P33）
㉗資格保有者（P33）



中⼩企業診断⼠ 名37
M&Aシニアエキスパート 名238
事業承継・M&Aエキスパート 名89

医療経営⼠（2級・3級） 名54

資産形成の
お⼿伝い

資産形成の
お⼿伝い

集合研修、また、ｅラーニングやweb研修などを通じて、お客さまの⽴場に⽴った商品・サービスの提案を⾏える研修体
制の整備により、お客さまの良質な資産形成などに資する職員の育成に努めております。

資産形成の
お⼿伝い

事業承継対策
解決の

お⼿伝い
事業承継対策

解決の
お⼿伝い

中⼩企業経営
の

コンサルティング
医療機関の

経営課題解決
のお⼿伝い

33

㉗ 資格保有者

【営業活動評価（プロセス評価）について】
① お客さまの課題解決や良質な資産形成に向けた⽇々の活動が、おきなわフィナンシャルグループの持続的成⻑に繋

がっていくことから、営業実績だけでなく経営戦略に基づいたお客さまへの貢献活動を適切に評価する。
② 営業実績だけでなく、営業活動も適切に評価することで、職員が働きがいを⾒出す職場環境を実現していく。

【対象】 ①沖縄銀⾏＝全役席、全⾏員 ※⽀店⻑、嘱託、パート除く
②おきぎん証券＝役員、パート嘱託を除く全職員

㉖ お客さまの利益を守る業績評価体系の整備

業績評価体系についてもお客さま本位の業務運営を⾏えるよう整備してまいります。

基本⽅針7．お客さまの最善の利益を追求するための職員に対する適切な動機づけの枠組み

ファイナンシャルプランナー（1級） 53 名
ファイナンシャルプランナー（2級） 559 名
証券アナリスト 名8



Create Value & Innovation

２．おきぎん証券フィデューシャリー・デューティ
に関する取組状況

2023年度
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基本⽅針1. お客さま本位の業務運営に関する⽅針の策定・公表について

・当社グループ（おきなわフィナンシャルグループ）は、お客さま本位の業務運営のさらなる浸透に向けて、2023年
3⽉「おきなわフィナンシャルグループ フィデューシャリー・デューティー基本⽅針（以下OFG・FD基本⽅針）」
および、それに基づくアクションプランを改訂し、公表しております。

・おきぎん証券における、基本⽅針2-7、およびアクションプランの実践状況については、次項以下の成果指標
（2024年3⽉末）をご覧ください。

 当社グループは、⾦融庁が公表しております「顧客本位の業務運営に関する原則」の7つの原則について、下記項⽬を除く、すべてについて
採択をしております。

 原則6（注3）について、当社グループは資産運⽤商品の組成に携わらないため⾮該当です。

「顧客本位の業務運営に関する原則」 おきなわフィナンシャルグループの取組⽅針 対応ページ

1. 顧客本位の業務運営に関する⽅針の策定・公表等 ⇒
1. お客さま本位の業務運営に関する⽅針

の策定・公表について 35

2. 顧客の最善の利益の追求 ⇒ 2. お客さまの最善の利益の追求 36-44

3. 利益相反の適切な管理 ⇒
3. お客さまの利益を守る利益相反の適切

な管理 45-46

4. ⼿数料の明確化 ⇒
4. お客さまにご負担いただく⼿数料の

明確化 47-48

5. 重要な情報の分かりやすい提供 ⇒
5. お客さまへの重要な情報のわかりやすい

提供 49-54

6. 顧客にふさわしいサービスの提供 ⇒
6. お客さまそれぞれのライフステージに

沿った商品・サービスの提供 55-56

7. 従業員に対する適切な動機づけの枠組み等 ⇒
7. お客さまの最善の利益を追求する

ための従業員に対する適切な動機づけ
の枠組み

57-58
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基本⽅針2. お客さまの最善の利益の追求

・おきぎん証券では、お客さまの良質な資産形成をサポートし、お客さまの多様化するニーズ、要望を実現すべく、
幅広い⾦融商品を提供しております。

（成果指標︓①おきぎん証券の預かり資産残⾼・ご契約者数の推移、②投資信託の運⽤損益別お客さま⽐率）

① おきぎん証券の預り資産残⾼・ご契約者数の推移
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② 共通KPI︓ 投資信託の運⽤損益別お客さま⽐率（2022年3⽉末・2023年3⽉末・2024年3⽉末）

基本⽅針2. お客さまの最善の利益の追求

（１）投資信託運用損益別顧客比率
運用損益がプラスになっているお客さまの比率は、2024年3月末79.2％となりました。(2023年3月末52.3％・2022年3月末65.3％)

(注）
1.2022年3月末及び、2023年3月末、2024年3月末時点で、当社の投資信託口座で投資信託を保有している個人のお客さまの取引を対象
2.運用損益は[基準日時点の評価金額+累計受取分配金額（税引後）+累計売付金額-累計買付金額（含む消費税込の販売手数料）]
÷基準日時点の評価金額　（時価評価額）で計算
3.基準日時点までに全部売却・償還された銘柄は対象外
4.当該銘柄の購入当初まで遡及

5.8%
7.7%

22.8%

42.8%

15.7%

3.4%
1.2%0.6%

8.2%
6.9%

20.6%

16.6%17.0%
18.3%

6.8%
5.7%

10.1%9.6%

26.2%

19.4%

11.1%

15.9%

5.0%

2.7%
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20.0%

25.0%
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45.0%

50%以上30%以上50未満10%以上30未満0%以上10未満-10%以上0未満-30%以上-10未満-50%以上-30未満-50%未満

2024年3月末現在

2023年3月末現在

2022年3月末現在
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③ 商品リスクランク・適合性マトリクス

基本⽅針2. お客さまの最善の利益の追求

・おきぎん証券では、2023年1⽉より「商品リスクランク・適合性マトリクス」を⽤いて、お客さまが投資する商品の
想定リスク・リターン、⼿数料等を総合的に俯瞰いただいた上で、お客さまのリスク許容度に応じた、商品の提供
に務めております。

（成果指標︓③商品リスクランク・適合性マトリクス）
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基本⽅針2. お客さまの最善の利益の追求

・（仕組債等の）複雑またはリスクの⾼い⾦融商品は、⻑期の安定した資産形成を⽬的とするお客さまには
適しておりません。

・これらの商品には、期待される収益（リターン）に対して、損失発⽣の可能性（リスク）が⾼いものもあることから、
お客さまのリスク許容度や投資⽅針、知識・経験等を慎重に検討した上でご提供いたします。

・また、検討の結果、商品⾃体のお取り扱いやご提供を控えさせていただくことがございます。
（成果指標︓④複雑な仕組債のリスク・リターン、⑤複雑な仕組債のリスクとリターン実績、⑥EBのリスクとリターン

実績、⑦指数リンク債のリスクとリターン実績、⑧コーラブル債の取扱状況

1指数リンク債 88 9.131% 2.480%

2指数リンク債 224 8.828% 3.670%

指数リンク債　計（平均） 312 8.914% 3.334%

1銘柄EB（米株リンク含） 292 12.573% 3.102%

2銘柄EB（米株リンク含） 229 13.846% 5.900%

EB（米株リンク含）　計（平均） 521 13.133% 4.332%

仕組債　計（平均） 833 11.553% 3.958%

※2024年3月末時点の償還済833銘柄

※リターン：発行日から償還日までの各銘柄のトータルリターン（年率換算）

　　割増償還含む・現物償還は償還時売却したものとして計算

※リスク：発行日から償還日までの月次リターンの標準偏差の年率換算

　　各月末の債券時価で計算。

　　償還直前の債券時価がないものについては（前々月＋償還時価計算）/2で計算

※デジタルクーポンの利率は（ハイクーポン＋ロークーポン）/2で計算

仕組債　種類 銘柄数 リスク リターン
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指数リンク債平均

2銘柄EB
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1指数リンク債

リ
タ
ー
ン

リスク

1銘柄EB

仕組債債平均

④ 複雑な仕組債のリスク・リターン
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2017年12⽉以降に発⾏した複雑な仕組債（指数リンク債、EB（⽶株リンク債含む））の2024年3⽉末時点における償還済の833銘柄が対象です。

⑤ 複雑な仕組債のリスクとリターン実績

基本⽅針2. お客さまの最善の利益の追求

※2024年3⽉末時点︓償還済833銘柄
※発⾏⽇から償還⽇までの各銘柄のトータルリターン（年率換算︓利息合計＋元本損益）で算出
（割増償還含む・現物償還は償還時売却したものとして計算）

※デジタルクーポンの利率は（ハイクーポン＋ロークーポン）/2で計算
※リターンは横軸の各銘柄の年率換算したトータルリターンにより、リスクは横軸のトータルリターンのばらつきにより表現しています。
※このグラフには、中途売却を⾏った場合のリターンは含まれておりません。
※このグラフは当社における過去の販売実績に基づくものであり、本仕組債の将来のリスクとリターンについて何らの⽰唆を与えるものではありません。

また、このグラフは本仕組債への投資を推奨する⽬的で作成されたものではありません。
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基本⽅針2. お客さまの最善の利益の追求

⑥ EBのリスクとリターン実績

2019年3⽉以降に発⾏した複雑な仕組債（EB（⽶株リンク債含む））の2024年3⽉末時点における償還済521銘柄が対象です。

※2024年3⽉末時点︓償還済521銘柄
※発⾏⽇から償還⽇までの各銘柄のトータルリターン（年率換算︓利息合計＋元本損益）で算出
（割増償還含む・現物償還は償還時売却したものとして計算）

※デジタルクーポンの利率は（ハイクーポン＋ロークーポン）/2で計算
※リターンは横軸の各銘柄の年率換算したトータルリターンにより、リスクは横軸のトータルリターンのばらつきにより表現しています。
※このグラフには、中途売却を⾏った場合のリターンは含まれておりません。
※このグラフは当社における過去の販売実績に基づくものであり、本仕組債の将来のリスクとリターンについて何らの⽰唆を与えるものではありません。

また、このグラフは本仕組債への投資を推奨する⽬的で作成されたものではありません。
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基本⽅針2. お客さまの最善の利益の追求

2017年12⽉以降に発⾏した複雑な仕組債（指数リンク債）の2024年3⽉末時点における償還済の312銘柄が対象です。

※2024年3⽉末時点︓償還済312銘柄
※発⾏⽇から償還⽇までの各銘柄のトータルリターン（年率換算︓利息合計＋元本損益）で算出
（割増償還含む・現物償還は償還時売却したものとして計算）

※デジタルクーポンの利率は（ハイクーポン＋ロークーポン）/2で計算
※リターンは横軸の各銘柄の年率換算したトータルリターンにより、リスクは横軸のトータルリターンのばらつきにより表現しています。
※このグラフには、中途売却を⾏った場合のリターンは含まれておりません。
※-10％以上0％未満で償還した指数リンク債は、指数が値下がりすると利益が出る（値上がりすると損失が出る）債券です。
※このグラフは当社における過去の販売実績に基づくものであり、本仕組債の将来のリスクとリターンについて何らの⽰唆を与えるものではありません。

また、このグラフは本仕組債への投資を推奨する⽬的で作成されたものではありません。

⑦ 指数リンク債のリスクとリターン実績



© Okinawa Financial Group, Inc. 43

基本⽅針2. お客さまの最善の利益の追求
⑧ コーラブル債の取扱状況

≪ コーラブル債未償還（22銘柄） ≫

※当社で販売したコーラブル債は、2027年3⽉~2029年3⽉の間で償還するものが対象です。（すべて未償還）
※リターン（％）は、各銘柄のクーポンを⽰しており、中途売却を⾏った場合のリターンは含まれません。
※リスクは、発⾏体リスクや早期償還リスク等があります。
※この表は、当社における過去の販売実績に基づくものであり、コーラブル債の将来のリターンについて、何ら⽰唆を与えるものではありません。

銘柄コード 銘柄名 発行時期 期間 リターン 販売額 償還日

O7823
バークレイズ・バンク・ピーエルシー2027年7月30日満期 円建て　固定利付コーラ
ブル社債

2020年7月 約7年 0.35 10,000万円 2027/7/30

MA760 ＣＳＡ　固定利付コーラブル社債　２０２７／０８／２７公募 2022年8月 約5年 0.67 17,500万円 2027/8/27

MC694 ＣＳＡ　固定利付コーラブル社債　２０２７／０９／２８公募 2022年9月 約5年 0.9 52,300万円 2027/9/28

MF335 ＣＳＡ　固定利付コーラブル社債　２０２７／１０／２６公募 2022年10月 約5年 1 7,000万円 2027/10/26

MF930
バークレイズ・バンク・ピーエルシー2027年11月30日満期　　円建て　固定利付コー
ラブル社債

2022年11月 約5年 0.66 2,600万円 2027/11/30

MG923 ＢＡＲＣ　固定利付コーラブル社債　２０２７／１２／２３公募 2022年12月 約5年 0.75 5,100万円 2027/12/23

MJ035 ＢＡＲＣ　固定利付コーラブル社債　２０２８／１／３１公募 2023年1月 約5年 0.85 15,700万円 2028/1/31

MJ747 CACIB　固定利付コーラブル社債　２０２８／２／２５公募 2023年2月 約5年 0.61 24,700万円 2028/2/25

MK441
バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2028年3月30日満期　円建て　固定利付コーラブル社債

2023年3月 約5年 0.73 27,400万円 2028/3/30
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基本⽅針2. お客さまの最善の利益の追求
⑧ コーラブル債の取扱状況

銘柄名 発行時期 期間 リターン 販売額 償還日

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2028年4月28日満期　円建て　固定利付コーラブル社債

2023年4月 約5年 0.56 9,200万円 2028/4/28

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2028年5月30日満期　円建て　固定利付コーラブル社債

2023年5月 約5年 0.62 5,100万円 2028/5/30

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2028年6月30日満期　円建て　固定利付コーラブル社債

2023年6月 約5年 0.54 21,600万円 2028/6/30

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2028年7月27日満期　円建て　固定利付コーラブル社債

2023年7月 約5年 0.62 12,200万円 2028/7/27

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2028年8月29日満期　円建て　固定利付コーラブル社債

2023年8月 約5年 0.74 10,600万円 2028/8/25

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2028年9月29日満期　円建て　固定利付コーラブル社債

2023年9月 約5年 0.81 19,700万円 2028/9/29

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・バンク
2028年10月26日満期（約5年債）円建て 固定利付コーラブル社債(グリーンボンド）

2023年10月 約5年 0.78 20,000万円 2028/10/26

ソシエテ・ジェネラル　2028年11月28日満期（約5年債）円建コーラブル社債 2023年11月 約5年 0.84 5,600万円 2028/11/28

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2028年12月28日満期（約5年債）円建て　固定利付コーラブル社債

2023年12月 約5年 0.74 7,300万円 2028/12/28

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2029年1月31日満期（約5年債）円建て　固定利付コーラブル社債

2024年1月 約5年 0.73 4,000万円 2029/1/31

ソシエテ・ジェネラル
2029年2月28日満期（約5年債）円建て　固定利付コーラブル社債

2024年2月 約5年 0.71 7,700万円 2029/2/28

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2029年3月29日満期（約5年債）円建て　固定利付コーラブル社債

2024年3月 約5年 0.74 6,000万円 2029/3/29

バークレイズ・バンク・ピーエルシー
2027年3月25日満期（約3年債）円建て　固定利付コーラブル社債

2024年3月 約3年 0.47 25,400万円 2027/3/25
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【商品販売のワークフロー図】
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基本⽅針.3 お客さまの利益を守る利益相反の適切な管理

⑨ 商品導⼊時の検証記録（例）

・商品内容の精査
・検証記録の作成

商品部

コンプライアンス部

経営委員会

OFGリスク統括部

商品販売

・おきぎん証券では、お客さまとの取引において利益相反の可能性がある場合や商品導⼊時に選定基準やリスク
分類を確認し、お客さまの最善の利益の確保に努めております。

・また、利益相反管理体制の概要は、当社ホームページの「利益相反管理⽅針」にて公表しています。
（成果指標︓⑨商品導⼊時の検証記録（例）、⑩利益相反管理⽅針）

・検証記録の検証
・利益相反の確認

・おきぎん証券作成
検証記録を確認

・おきぎん証券での
利益相反の検証

・導⼊決定商品の
報告・了承
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基本⽅針.3 お客さまの利益を守る利益相反の適切な管理
⑩ 利益相反管理⽅針

（https://www.okigin-sec.co.jp
/financial/interest/）
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基本⽅針.4 お客さまにご負担いただく⼿数料の明確化

⑪ ホームページ（記載例）

・おきぎん証券では、商品提案時に類似商品との⽐較も含め、ホームページ、重要情報シート、⽬論⾒書等を
⽤いて、わかりやすくご理解いただけるよう努めています。

（成果指標︓⑪ホームページ（記載例）、⑫重要情報シート（記載例）、⑬⽬論⾒書（記載例））

※ をクリックすると⼿数料等が明⽰されます。
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基本⽅針.4 お客さまにご負担いただく⼿数料の明確化
⑫ 重要情報シート（記載例）

≪投資信託≫

複雑な仕組債においてお客さまが実質的に負担す
る費⽤につきましては、今後開⽰する予定です。

３．費⽤等  

３．費用 （本商品の購入又は保有には、費用が発生します）
購入時に支払う費
用
（販売手数料な
ど）

購入金額（購入口数/10,000（口）×購入時の基準価額）
に、以下の手数料率を乗じた額とします。
3.3％（税抜3.0％）

継続的に支払う費
用
（信託報酬など）

信託報酬率 年率1.870％（税抜 年率1.700％）
その他費用・手数料等が実費でファンドから支払われま
す。これらは事前に料率、上限等を表示することはでき
ません。

運用成果に応じた
費用
（成功報酬など）

なし

※ 上記以外に生ずる費用を含めて詳細は契約締結前交付書面【交付目論見
書】の「手続・手数料等」の項目に記載しています。

≪複雑な仕組債≫

（記載内容は商品によって異なります）

⑬ ⽬論⾒書（記載例）

購⼊対価について

本仕組債は、お客様と当社との相対取引によりご購⼊いただきますの
で、購⼊対価のみお⽀払いいただきます。 ただし、購⼊対価には、お
客様が実質的に負担する組成、発⾏、ヘッジ、販売等に係る コスト分
が含まれています。

販売役務の対価
相当額について

本仕組債の販売価格（購⼊対価）と当社の仕⼊価格との差は、額
⾯当たり ○％（〜○％）です。 この差には販売する当社にとっての
販売役務の対価相当額として、販 売に係る諸経費やアフターフォロー
の対価等が含まれております。

理論価格について

○年○⽉○⽇時点における本仕組債の理論価格（※）は、額⾯○
万円に対し○万 円（〜○万円）／額⾯当たり○％（〜○％）で
す。 本理論価格は、組成会社において算出した理論値であり、算出
に当たり組成、発⾏、 ヘッジ、販売等に係るコストを考慮していないた
め、購⼊対価より低い価格になります。 例えば、購⼊対価が○万円の
場合、理論価格が○万円（〜○万円）である商 品を購⼊すること
になります。
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基本⽅針.5 お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供

・お客さまの属性、投資⽬的やリスク許容度に応じて適切な商品を選択いただけるよう、商品リスクランク・適合性
マトリックス（成果指標③）や重要情報シート、販売資料等を⽤いて、わかりやすく説明できるよう努めるとともに、
各商品の預り残⾼上位20銘柄、および過去販売した仕組債のリスク・リターンを開⽰しております。

（成果指標︓⑭重要情報シート（個別商品編_投資信託）、⑮重要情報シート（個別商品編_仕組債）
⑯投資信託預り残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』、
⑰販売ファンドの属性）

⑮ 重要情報シート（個別商品編_仕組債）⑭ 重要情報シート（個別商品編_投資信託）

※ 重要情報シート（投資信託）作成数
2024年3⽉末現在、全105銘柄中、105銘柄作成済

※ 重要情報シート（コーラブル債）作成数
2023年度、9銘柄作成済
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リスク・リターン

コスト・リターン

1.
2.

3.

対 象 銘 柄
コ ス ト

リ タ ー ン

（外国製を除く）2024年3⽉末現在預り残⾼上位２０銘柄（設定後５年以上）
基準⽇時点の販売⼿数料率（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値。販売⼿数料率は、⽬論⾒書上の上限ではなく、当⾏の取
扱い時の最低販売⾦額での料率。信託報酬率は、⽬論⾒書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費⽤・⼿数料は含まず）
過去５年間のトータルリターン（年率換算）。騰落率算出の際に⽤いる基準価額は分配⾦再投資後（税引前）の基準価額を使⽤。

基本⽅針.5 お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供 
⑯ 共通KPI︓投資信託の預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』（2024年3⽉末）
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リスク・リターン

コスト・リターン

1.
2.

3.

対象銘柄
コスト

リターン

（外国製を除く）2023年3⽉末現在預り残⾼上位２０銘柄（設定後５年以上）
基準⽇時点の販売⼿数料率（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値。販売⼿数料率は、⽬論⾒書上の上限ではなく、当⾏の取
扱い時の最低販売⾦額での料率。信託報酬率は、⽬論⾒書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費⽤・⼿数料は含まず）
過去５年間のトータルリターン（年率換算）。騰落率算出の際に⽤いる基準価額は分配⾦再投資後（税引前）の基準価額を使⽤。

残⾼加重平均値
コスト リターン

2.22 5.74

0%

5%

10%

15%

20%

0% 1% 2% 3% 4%

⾼

低

リ
タ
ー
ン

⾼低
コスト

リスク リターン
16.57 5.74

残⾼加重平均値

⾼

低

リ
タ
ー
ン

0%

5%

10%

15%

20%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

⾼低
リスク

基本⽅針.5 お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供 
⑯ 共通KPI︓投資信託の預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』（2023年3⽉末）
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残⾼加重平均値
コスト リターン

2.24 5.02
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リスク・リターン

コスト・リターン

1.
2.

3.

対象銘柄
コスト

リターン

（外国製を除く）2022年3⽉末現在預り残⾼上位２０銘柄（設定後５年以上）
基準⽇時点の販売⼿数料率（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値。販売⼿数料率は、⽬論⾒書上の上限ではなく、当⾏の取
扱い時の最低販売⾦額での料率。信託報酬率は、⽬論⾒書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費⽤・⼿数料は含まず）
過去５年間のトータルリターン（年率換算）。騰落率算出の際に⽤いる基準価額は分配⾦再投資後（税引前）の基準価額を使⽤。

⑯ 共通KPI︓投資信託の預かり残⾼上位20銘柄の『コスト・リターン』・『リスク・リターン』（2022年3⽉末）

基本⽅針.5 お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供
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債券型, 
1.5%

株式型, 
97.2%

REIT型, 
1.1%

資産複合

型, 0.1%

53

2022年度

2023年度

基本⽅針.5 お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供

⑰ 共通KPI︓販売ファンドの属性
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2021年度

基本⽅針.5 お客さまへの重要な情報のわかりやすい提供

⑰ 共通KPI︓販売ファンドの属性

No. 銘柄（略称） 分類 割合（％）

1 グローバル・スマート・イノベーション・オープン　年２回決算型 株式型 24.40%

2 グローバルＥＶ関連株ファンド（為替ヘッジなし） 株式型 12.49%

3 楽天⽇本株トリプル・ブル 株式型 8.14%

4 ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド（毎⽉分配型） 株式型 7.82%

5 グローバル・スマート・イノベーション・ＯＰ　年２回決算Ｈあり 株式型 5.68%

6 楽天⽇本株トリプル・ベア４ 株式型 5.18%

7 ダイワＪ－ＲＥＩＴオープン（毎⽉分配型） REIT型 4.69%

8 グローバルＥＶ関連株ファンド（為替ヘッジあり） 株式型 4.18%

9 アジア・オセアニア好配当成⻑株オープン（毎⽉分配型） 株式型 4.15%

10 次世代通信関連　アジア株式戦略ファンド 株式型 3.76%
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基本⽅針.6 お客さまのそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供

・おきぎん証券では、各種⾦融商品をご購⼊いただいたお客さまに対し、定期的にお電話やご訪問にて、お客さま
の資産状況やご意向等を理解・把握した上で、適切な情報提供を通じてお客さまの中期的な資産形成を
サポートしております。

・また、相場急落など、外部環境の激変時には、臨時のアフターフォローを⾏い、お客さまへのタイムリーな情報を
お届けするよう努めております。

（成果指標︓⑱通常アフターフォロー実施件数、⑲特別アフターフォロー実施件数）

⑲ 特別アフターフォロー実施件数⑱ 通常アフターフォロー実施件数

※2023年度は、以下の対象先に特別アフターフォローを実施
・トルコ通貨建て債券保有先
・EBの株券償還先
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基本⽅針.6 お客さまのそれぞれのライフステージに沿った商品・サービスの提供

・おきぎん証券では、お電話やご訪問にて、お客さまからいただいた、ご意⾒・ご要望をお客さまの声（「喜びの声」
「ご要望」「苦情」）として、業務の運営に反映しております。

（成果指標︓⑳お客さまの声）

⑳ お客さまの声

お客さまの声 2021年度 2022年度 2023年度

苦情 5件 5件 6件

相談・要望 1件 0件 0件

喜びの声 425件 317件 393件
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基本⽅針.7 お客さまの最善の利益を追求するための従業員に対する
適切な動機づけの枠組み

・おきぎん証券では、2022年度の⼈事評価より、全資格等級の総合評価4項⽬のうち、FDの評価項⽬を
「顧客の最善の利益の追求・プロ意識」に変更、100点中31点の加点とし、OFG・FD基本⽅針に則った
⾏動を適正に評価する態勢を構築しております。

（成果指標︓㉑総合評価シート（資格等級3級）、㉒総合評価シート（資格等級7級）、
                ㉓資格保有者）

㉑ 総合評価シート（資格等級3級）（⼀部抜粋） ㉒ 総合評価シート（資格等級7級）（⼀部抜粋）

【総合評価シート】資格等級3級 ～

本人 一次 二次

6

7

8

9

10

年　　月　　日 年　　月　　日

社員番号 氏名 役職 評価

評価項目 評価内容

B
顧客の最善の利益の追求

・
プロ意識

顧客や社内外の関係者の状況を正確に掌握しており、上司の管理監督の下で

業務に充分活かしている。

会社の定めるフィデューシャリー・デューティーの基本方針を充分に認識してお

り、それを率先して実践している。

実務経験に裏づけされた専門知識・スキル・ノウハウを発揮し、状況に合わせた

提案を行い、課題を解決することでサービスの向上を目指している。

上司の包括的な指示の下に、顧客や社内外の関係者へ重要な情報のわかりや

すい提供を行う事により、ニーズに対応している。

職務内容（証券営業業務、企画業務、事務業務）を問わず仕事に従事し、業務

改善を常に実施している。

【総合評価シート】資格等級7級 ～

本人 一次 二次

6

7

8

9

10

年　　月　　日 年　　月　　日

社員番号 氏名 役職 評価

評価項目 評価内容

B
顧客の最善の利益の追求

・
プロ意識

顧客ニーズや適合性を掌握した上で、自らの専門性に止まらず、幅広い知識・

経験を活用し、おきぎん証券を代表して顧客との信頼関係構築に貢献している。

当社およびグループの定めるフィデューシャリー・デューティーの模範となって

おり、OFGとしてのブランド力および信用力の向上を体現できている。

高度なニーズや問題点を把握し、高品質なサービスを提供し課題を解決するこ

とで包括的なサービスを提供している。

顧客や社内外の関係者との信頼感や安心感を獲得しており、組織力をフルに活

用して顧客の様々かつ高度なニーズに充分対応できている。

職務（証券営業業務、企画業務、事務業務）・職責を超えて会社の恒常的な発

展のために革新的な業務改善を実施している。

㉓ 資格保有者

資産形成の
お⼿伝い ファイナンシャルプランナー（2級以上） 38 名

テクニカルアナリスト 名2
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基本⽅針.7 お客さまの最善の利益を追求するための従業員に対する
適切な動機づけの枠組み

・おきぎん証券では、2022年度より、資格取得報奨⾦の対象資格を拡⼤し、より専⾨知識をもって、お客さまに
対応できる⼈材の構築を進めております。

（成果指標︓㉔対象資格）

㉔ 対象資格

（当初）対象資格

証券アナリスト

ＦＰ1級

ＣＦＰ

ＦＰ2級

ＡＦＰ

（2024年3⽉より）対象資格

証券アナリスト

ＦＰ1級

ＣＦＰ

ＦＰ2級

ＡＦＰ

証券アナリスト基礎講座終了試験

ＦＰ技能⼠3級

証券3級

投資信託3級

デリバティブ3級

⾦融業務3級・シニアライフ・相続コース

相続アドバイザー3級

相続実務3級

⾦融商品取引3級

マイナンバー保護オフィサー

マイナンバー取扱者

（新設）資産形成コンサルタント

（新設）テクニカルアナリスト

（2022年8⽉より）対象資格

証券アナリスト

ＦＰ1級

ＣＦＰ

ＦＰ2級

ＡＦＰ

証券アナリスト基礎講座終了試験

ＦＰ技能⼠3級

証券3級

投資信託3級

デリバティブ3級

⾦融業務3級・シニアライフ・相続コース

相続アドバイザー3級

相続実務3級

⾦融商品取引3級

マイナンバー保護オフィサー

マイナンバー取扱者



Okinawa Financial Group, Inc.


